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SYNOPSIS 

In the Mw9.0 2011 Tohoku, Japan earthquake, high-rise buildings located in Tokyo and Osaka, far from the source 

zone, were shaken by long-period seismic ground motion and some of them were suffered from damages to 

structural and non-structural elements as well as malfunctions of elevators. In this study, vibration characteristics 

of a high-rise building located in Osaka Bay coast were investigated using seismic records obtained in the Tohoku  

event and other earthquakes. The natural periods, participation functions and damping ratios were identified based 

on the fitting of theoretical transfer functions by observed Fourier spectral ratios. Through this identification, the 

change of modal parameters of the building in time due to structural nonlinearity and seismic retrofitting were 

recognized. Finally, the prediction of seismic response due to the scenario Nankai Trough earthquake was 

performed. 

 

 

1．はじめに 

現在，長周期地震動による超高層建物の部材損傷や機能

支障が懸念されている．超高層建物や石油タンク等の長周

期構造物は，長周期地震動の被害を受けやすく，長周期地

震動は震源域から遠く離れた場所に広範囲に渡って  長時

間揺れが伝わる．2011 年東北地方太平洋沖地震の際は，震

源から遠く離れた東京新宿や大阪湾岸の超高層ビルなどに

おいて，エレベータ停止などの機能支障に加えて，内装材

や防火扉の破損などの被害が多数発生した 1)．我が国にお

ける超高層建物の数は年々増加しており，その大部分が 3

大都市圏（東京，名古屋，大阪）に集中している．これら

の大都市圏の位置する関東平野，濃尾平野，大阪平野は，

いずれも軟らかい堆積層が厚く堆積しているため，長周期

地震動が増幅しやすく，超高層ビルなどの長周期の構造物

に入力すると共振を起こしやすいことが問題となっている．  

また，今後 30 年以内に南海トラフを震源とするマグニ

チュード 8 から 9 クラスの地震（南海トラフ巨大地震）が

発生する確率は 60〜70％と非常に高い．この地震により影

響を受ける人口は，かなり多いと考えられる．このような

背景から，現在，官民を挙げて南海トラフ巨大地震の対策

が検討されているが，その大きな項目の 1 つとして長周期

地震動への対策がある．長周期地震動の大きな特徴は，短

周期の地震動が激烈でない地域においても，長周期構造物

を選択的に大きく揺することである．したがって，長周期

地震動の発生メカニズムの研究に加えて，長周期構造物の

地震時応答挙動の把握が重要なテーマとなっている．応答

解析による長周期構造物の挙動予測の検証のためにも，実

構造物の実地震動に対する観測記録の分析は重要といえる．   

本研究では，東北地方太平洋沖地震およびその後 6 年間

にわたり得られた地震観測記録を用いて，大阪湾岸に位置

する地上 52 階建の超高層建物の振動特性の評価を行う．

伝達関数の適合法 2)に改良を加え，3 次モードまでの固有

周期，減衰定数，刺激関数を順次に同定し， これらの値の

変化を時系列で把握した． 

 

 

2. 対象とする超高層建物と観測地震動 

大阪湾岸に位置する地上 52 階建ての鉄骨造(S)建物を検

討対象とする．地階は鉄骨鉄筋コンクリート(SRC)造であ

り，1 階以上は S 造となっている．地震計は 1F, 18F, 38F, 

52F の各階床に設置されており，それぞれ建物の水平 2 成

分，上下 1 成分の合計 3 成分の加速度を記録する． 水平

成分は，北から時計周りに 229°の建物短辺(x)方向と，同

じく 319°の建物長辺(y)方向を用いる．本研究で使用する

地震動の発生日時や震源などの情報を表 1 に一覧する 3)．

対象建物で得られた地震記録のうち，記録時間が長いもの

を中心に 22 地震を選択した．対象建物では 2011 年 3 月 11

日に発生した東北地方太平洋沖地震の本震（以下，本震と

呼ぶ）の前後において，記録時間の長い波形が多く観測さ

れた．図 1 は，本震における各階での観測加速度記録であ

る．この地震観測記録は揺れの継続時間が 800 秒超（記録

時間 999 秒）と極めて長い．各水平成分においては，上層

階へ行くにつれて応答が増大している様子確認できる．ま

た，建物軸方向の違いによる応答の違いも確認できる．  

表 1 対象観測記録一覧 

 

ｘ方向 y方向

1 2011 3 9 11:45 三陸沖 7.3 813 0.8 0.7 900

2 2011 3 11 14:46 三陸沖 9.0 769 34.3 33.5 999

3 2011 3 11 15:15 茨城県沖 7.6 555 8.9 9.2 960

4 2011 3 12 3:59 長野県北部 6.7 387 1.5 1.2 999

5 2011 3 15 22:31 静岡県東部 6.4 309 1.6 1.4 999

6 2011 4 7 23:32 宮城県沖 7.2 704 2.2 1.5 960

7 2011 4 11 17:16 福島県浜通り 7.0 539 1.5 1.1 900

8 2011 7 5 19:18 和歌山県北部 5.5 74 4.7 2.8 720

9 2011 7 10 9:57 三陸沖 7.3 816 1.4 1.5 840

10 2011 8 1 23:58 駿河湾 6.2 286 1.9 1.4 670

11 2013 4 13 5:33 淡路島付近 6.3 59 23.2 15.2 400

12 2014 3 14 2:06 伊予灘 6.2 340 1.4 1.5 600

13 2014 11 22 22:08 長野県北部 6.7 319 1.4 1.7 600

14 2015 5 30 20:23小笠原諸島西方沖 8.1 904 2.0 1.9 600

15 2016 4 1 11:39 三重県南東沖 6.5 181 4.0 4.5 600

16 2016 4 14 21:26 熊本県熊本地方 6.5 475 0.7 0.6 600

17 2016 4 15 0:03 熊本県熊本地方 6.4 480 0.4 0.5 600

18 2016 4 16 1:25 熊本県熊本地方 7.3 478 6.1 6.6 600

19 2016 7 30 6:18 マリアナ諸島 7.7 2032 0.2 0.2 1200

20 2016 10 21 14:07 鳥取県中部 6.6 164 8.7 7.1 600

21 2016 11 22 5:59 福島県沖 7.4 633 1.9 2.1 600

22 2017 6 25 7:02 長野県南部 5.6 239 0.8 1.1 600

No. 年 月 日 時刻
記録

時間長(s)
震央距離

M

（JMA)
震央

１Fにおける最大加速度　(cm/s²)



 

3. 伝達関数の同定手法  

建物の振動モードに対する固有周期，刺激関数，減衰定

数などのパラメータを伝達関数の適合法 2)により同定する．

式(1)に示す伝達関数の理論解の振幅 |𝐺𝐾(𝜔)|について，観

測記録と最小二乗法を用いて最適値を求める．各振動モー

ドに対して，建物の k 階における j 次の刺激関数𝛽𝑗𝜑𝑗,𝑘と減

衰定数 ℎ𝑗を適合させる．理論伝達関数と比較するため，建

物の地震観測記録を用いて，k 階における 1 階に対するフ

ーリエ振幅比を用いる．各フーリエスペクトルを求める際

には，Parzen ウインドウ（バンド幅 0.005Hz)を用いて平滑

化を施した． 

既往の研究では，最初に各次のモードの固有振動数を観

測記録のフーリエ振幅比の頂点より定めてから，理論伝達

関数と観測フーリエ振幅比ついて最小二乗法を用いて，同

定する建物の刺激関数，減衰定数を適合させる．しかし，

この手順を用いると，最初に定めた各次の固有振動数の値

により，同定結果が大きく依存する．そこで本研究では，

各次の固有振動数も含めて 3 つのパラメータを同定する手

順を試みた．具体的には，刺激関数，減衰定数の値に加え

て，各次の振動モードのピーク周辺について，固有振動数

を最小二乗法により観測フーリエ振幅比から推定した．式

(1)における N は採用次数のことであり，本研究では N=3

として，通常応答を評価するうえで充分と考えられる 3 次

モードまでを同定する．また本研究では，伝達関数の適合

法を行う際に，1〜3 次までの同定を同時には行わず，式(1)

の処理を１つずつ順に行うという手順を採った．具体的に

は，フーリエ振幅比の卓越しているピークに関し，１次か

ら順に計算を行っていき，その際の適合範囲としてはピー

ク周辺のみを用いることにした．最初に 1 次モードを同定

し，この時算出したパラメータを確定値として，次に 2 次，

最後に 1, 2 次での確定値を用いて 3 次の同定を施す．  

計算を分割して行う理由は，既往の研究 2)による伝達関

数の適合法を用いて，全ての刺激関数の減衰定数を同時に

同定するのには，かなりの計算時間を要することが分かっ

た．そのため，本研究においては一度に同定する次数を一

つに絞ることで，計算時間の短縮を目的とした．計算する

ステップ数は増えるが，計算にかかる時間は大幅に短縮す

ることができた． 

本研究による伝達関数の適合法が妥当なものであるかど

うかを判断するために，最初に既往の研究による結果との

比較を行った．具体的には，東北地方太平洋沖地震の本震

時における新宿に位置する S 造超高層建物における地震記

録を用いて，既往の研究 2)による同定結果と，上記の方法

による結果を比較した．本震における対象建物の 29 階と 1

階で得られたものを比較のために用いる地震動とした．表

-2 に比較した各次パラメータの値を示す．また，図 2 に各

手法で得られた伝達関数の 1 次モード周辺での適合状況を

示す．2 つの手法により得られたパラメータの値は， 2 次

減衰定数の値に差があるものの概ね同様の結果が得られた．

伝達関数の適合状況の比較からは，既往の研究 2)によるも

のが最初に与えた固有振動数に依存しているのに対して，

本研究によるものは固有振動数も含めて同定できているこ

とが確認できる． 

 

4. 対象建物における同定結果  

伝達関数適合法に従って，大阪湾岸の地上 52 階建超高

層建物の固有周期，減衰定数，刺激関数などのパラメータ

を同定した．図 3 に本震における各方向での伝達関数の適

合状況を示すが，3 次までの適合が施されていることが見

てとれる． 

図 4 に同定した 1 次固有周期の変化を示す．Event 12 以

降で各方向の各次固有周期が短くなったことが確認できた．

また，Event 12 以前では x 方向に比べて y 方向の方がほぼ

常に長周期を示していたことに対して，以後では y 方向の

周期が大幅に減少した影響で x 方向の方が長周期の傾向を

示している．  

図 5 に同定した各次減衰定数の変化を示す．x 方向にお

いては Event 12 以降で減衰が大幅に増加していることが確

認できる．これらの Event 12 以降での固有周期，減衰定数

 

図 2 新宿の S 造超高層建物における 29F/1F の 

伝達関数の 1 次モード周辺での適合状況 

 

図 1 本震(No.2)における建物各階での 

観測加速度記録(x 方向) 

 

図 3 Event2 における 52F/1F の伝達関数の適合状況 

(x 方向) 
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の変化については，対象建物の制震補強工事 4)が 2012 年 6

月から 2014 年 1 月にかけて行われていたことが影響した

と考えられる． x 方向に 152 台の鋼材系ダンパーが，y 方

向に 140 台のオイルダンパーが設置された．これらの制震

ダンパーの設置により，地震エネルギーを吸収することが

でき，建物の変位振幅や揺れ継続時間の低減が図られた．   

図 6 に同定した 1 次の固有周期，減衰定数と 1F におけ

る最大速度との関係を示す．固有周期においては速度振幅

の増加による周期の伸びが確認できる．各建物方向におい

て，対象建物の制震補強工事前後で傾向が異なることが見

て取れる．一方，減衰定数においては速度振幅の増加によ

る減衰の低減が確認できた．  

得られた各パラメータの妥当性を確かめるために，3 次

までのモード合成法によって，同定した固有周期，減衰定

数，刺激関数を用いて算出した応答と観測記録の比較を行

った．本震におけるモード合成法による 52F の応答と観測

記録との比較を図 7 に示す．x 方向においてピーク前は同

定値による応答，ピーク後は観測記録による値が大きく，

振動特性の変化が見て取れる．得られたパラメータによる

応答は，観測記録を概ね再現していることが確認できたた

め，伝達関数適合法の妥当性を再確認することができたと

いえよう． 

 

5. 対象建物の制震補強効果  

本研究によって得られた各パラメータを用いて，対象建

物の制震補強による効果を把握する．各地震記録を用いて

同定した値と本震における 1F の記録を用いてモード合成

法によって算出した 52F の応答と実際の観測記録を比較す

ることで検証を行った．図 8 に Event 22 で得られた同定値

と本震における 1F の記録を用いて算出した 52F の応答と

観測記録との比較を示す．Event 22 は，本震の 6 年後に発

生した地震記録である．2012 年 6 月から 2014 年 1 月にか

けて行われて工事によって補強された建物に対して同じ地

震動を入力した場合には，観測記録よりも大幅に小さな値

を示すことが確認できた．  

同様の検討を各地震記録で得られたパラメータを用いて

行い，対象建物の強度の変化を確認した．図 9 に各地震記

録における同定値と本震における 1F の記録を用いて算出

した 52F の応答と観測記録との最大加速度の比較を示す．

x 方向においては，Event 2 から Event 9 にかけて同定値を

用いて算出した値が本震における観測値を概ね上回る結果

 

図 4 同定した 1 次固有周期の変化 

 

 

図 7 本震におけるモード合成法による 52F の応答と

観測加速度記録との比較(x 方向) 

 

図 8 地震 No.22 における同定値と本震における 

1F の記録を用いて算出した 52F の応答と 

本震観測記録との比較(x 方向) 

 

 

図 5 同定した 1 次減衰定数の変化 

 

 

 
図 6 同定した 1 次のパラメータと 

1F における最大速度との関係 

 (上：固有周期，下：減衰定数) 



になった．Event 12 以降は本震における観測値を大きく下

回る結果となり，制震補強による建物応答の低減する様子

を確認できた．一方，y 方向においては，Event 3 で得られ

た結果が最大の値を示しており，それ以降の記録に関して

は補強工事期間中の Event 11 で得られた値を除いて，概ね

本震における観測値を大きく下回る結果となった．  

 

6. 想定南海トラフ巨大地震に対する検討 

今後予想される南海トラフ地震における検討を行う．今

回は，三次元差分法によって算出された最大クラスの地震

動における最大の予測に対しての速度波形 5)を用いた．対

象建物の工学的基盤における波形の予測がされており，図

10 に NS, EW 方向における時刻歴速度波形を示す．これら

の波形に建物軸方向に合うように，回転行列を用いて変換

を施したものを微分することで時刻歴加速度波形とした．

この波形を入力として，対象建物上部における揺れを予測

することを目的とする． 

 地表面における想定南海トラフ地震での時刻歴加速度波

形から算出したフーリエスペクトルに本震における KiK-

net 此花の地表，対象建物 1F との伝達関数を掛け合わせた

ものにフーリエ逆変換を施したものを想定南海トラフ地震

における対象建物 1F における時刻歴加速度波形とした．

そして，各地震動記録における振動特性パラメータと想定

南海トラフ地震における対象建物 1F における時刻歴加速

度波形用いてモード合成法から対象建物 52F における応答

の予測を試みた． 

図 11 に x 方向における用いた同定値の違いによるモー

ド合成法によって変位応答の比較を示す． Event18 の同定

値による応答が小さくなることが確認できる．制振改修工

事による建物強度が向上したといえる．  

 

7. まとめ  

大阪湾岸に位置する 52 階建ての超高層建物において観

測された東北地方太平洋沖地震前後の記録を含む 22 個の

地震記録を用いて，建物の振動特性の時系列変化について

検討した．伝達関数適合法に改良を加えて，各地震に対す

る 3 次モードまでの振動特性パラメータを同定し，22 地震

における建物軸方向ごとに，固有周期，減衰定数，刺激関

数の値を求めた．この結果、固有周期の入力動の振幅に依

存すること，東北地方太平洋沖地震の本震時には部材損傷

が原因と思われる非線形性が生じたこと，さらにその後の

制振補強工事によって振動特性に変化が見られることなど

が確認できた．得られたパラメータの妥当性については，

モード合成法により確認することができた．また，得られ

た各パラメータと本震における 1 階の記録を用いてモード

合成法で算出した 52 階の応答値と観測値を比較すること

で，時系列での当該建物の振動特性の変化を把握すること

ができた． 
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図 10 対象建物における想定南海トラフ地震速度波形 

(左：NS 方向，右：EW 方向) 

 

図 11 用いた同定値による変位応答の比較(x 方向) 

 

 

図 9 各地震記録における同定値と本震における 

1F の記録を用いて算出した 52F の応答と 

観測記録との最大加速度の比較 

(上：x 方向，下：y 方向) 
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